
長久手市福祉有償運送運営協議会設置要綱

（目的）

第１条 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）

の規定に基づき、本市における福祉有償運送の必要性、旅客から収受する

対価その他福祉有償運送の適正な運営を確保するために必要な事項を協

議するため、長久手市福祉有償運送運営協議会（以下「運営協議会」とい

う。）を設置する。

（主宰）

第２条 運営協議会は、長久手市が主宰する。

（協議事項）

第３条 運営協議会は、次に掲げる事項に関して協議を行うものとする。

(1) 法第７９条の規定に基づき、福祉有償運送に係る自家用有償旅客運送

の登録（法第７９条の６第１項の規定に基づく有効期間の更新の登録及

び法第７９条の７第１項の規定に基づく変更登録を含む。）を申請する

場合における運送の必要性、旅客から収受する対価に関する事項

(2) 法第７９条の１２第１項第４号の規定による合意の解除に関する事項

(3) 運営協議会の運営方法、福祉有償運送のサービス内容その他福祉有償

運送に関し必要と認められる事項

（組織）

第４条 運営協議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(1) 学識経験者

(2) 一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体

(3) 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体

(4) 福祉有償運送の利用者団体

(5) 地域福祉関係者及びボランティア関係者

(6) 福祉有償運送を実施している団体

(7) 国土交通省中部運輸局愛知運輸支局の職員

(8) 市職員

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 委員は、再任されることができる。

（会長等の職務）

第５条 運営協議会に会長及び副会長を置き、会長は、委員の互選によっ

て定め、副会長は、会長が指名する。



２ 会長は、運営協議会を代表し、会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。

（会議）

第６条 運営協議会は、次の各号に掲げる事由が生じた場合において、必

要の都度会長がこれを招集する。

(1) 福祉有償運送に係る法第７９条の規定に基づく登録の申請が予定され

ているとき。

(2) 重大事故等福祉有償運送実施上の問題が発生したとき。

(3) 福祉有償運送の適正実施のために必要と認めるとき。

２ 運営協議会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができ

ない。

３ 運営協議会の会議の長は、会長をもって充てる。

４ 会議の議事は、出席委員の合議により決し、協議が調わないときは、

主宰者及び主宰者があらかじめ指名した委員の協議により決するところ

による。

５ 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を出

席させ、意見を聞くことができる。

６ 運営協議会の会議は、公開とする。ただし、個人情報の取扱いについ

ては十分配慮し、必要に応じて非公開とする等の適切な措置を講ずるもの

とする。

７ 会長は、相当と認めるときは、委員及び事務局が映像と音声の送受信

により相手の状態を認識しながら通話をすることができる方法によって、

会議を開催し、審議及び採決を行うことができる。

８ 委員及び事務局が前項の方法による場合には、第２項の出席とみなす。

（除斥）

第７条 第４条第１項第６号に規定する団体の委員は、当該委員が所属す

る団体に関する議事に参与することができない。

（庶務）

第８条 会議の庶務は、福祉部福祉政策課において処理する。

（委任）

第９条 この要綱に定めるもののほか、運営協議会の運営その他必要な事

項は、会長が運営協議会に諮って定める。

附 則



１ この要綱は、平成２４年１２月１９日から施行する。

２ 平成２５年３月３１日までの会議の庶務は、第８条の規定にかかわらず、

市長直轄において処理する。

附 則

この要綱は、令和３年９月２９日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。


